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Abstract: The East Japan Earthquake that occurred in March 2011 resulted in extensive damage over a 

wide area. This study, a case study of Hitachi City, Ibaraki prefecture, analyzed the relationship 

between damage caused by the earthquake and the following tsunami and soil condition by overlaying 

the distribution of building damage data and soil condition data using GIS. The urban area of Hitachi 

City is very limited as it is cramped between the Pacific Ocean and mountainous areas. Significant 

differences could be shown in the damage of housing according to the soil condition it is situated on. 

Buildings on alluvial lowlands are amongst the hardest damaged. In addition, the damage tended to 

increase near geological boundaries.  
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１. 研究課題 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は，

茨城県から東北地方にかけての太平洋沿岸地域に

おいて甚大な被害を及ぼした．今回のような大規模

な地震災害からの建造物再建，都市機能復旧には，

地域別の被害状況の把握が不可欠なものとなる．そ

のため，数多くの既往研究が建築学や都市工学の領

域を中心に蓄積されている．一例として，建物構造

による地震被害のパターンについて分析した岡

田・高井（1999），高井・岡田（2001），高井ほか（2000）

などの研究や，建物構造と築年数を付加し被害関数

について求めた村尾・山崎（2002）の研究が挙げら

れ，建物の被害調査方法についても，村尾・山崎

（1999）が自治体による調査法の比較検討を行い，

統一した調査方法を提唱している． 

また，建造物の構造に加えて土地条件も地震によ

る被害状況に影響を与えることが示されてきた．小

荒井・佐藤（2009）は，ボーリングデータから沿岸

域の地震建物被害や地形分類との分析を行い，地域

の災害脆弱性に対する評価方法を検討した．小荒井

ほか（2007）は，過去の災害履歴と土地条件図をオ

ーバーラップすることにより，地形分類と地震被害

との関連を解析した．さらに，災害直後の空中写真

判読による地形変化と被害の分布特性も報告され

ている（小荒井ほか，2008）． 

橋本 操 〒305-8572 茨城県つくば市天王台 1-1-1 

 筑波大学大学院生命環境科学研究科地球環境科学専攻 

 E-mail: misao@geoenv.tsukuba.ac.jp 

 



これらの研究蓄積によって，地域の土地条件と災

害被害の関係性が明らかにされてきたが，微地形や

住宅建材の差異による被災状況の変化を詳細に扱

ったものは限られている． 

本研究では，茨城県日立市において住民に対する

住宅の建材と被災状況に関するアンケート調査を

実施した．住民から得られた個別の情報と土地条件

データを併せて分析することにより，詳細な地震災

害と土地条件の関係を明らかする．東日本大震災に

よる建物被害状況を早急に把握することは，地域の

復興や防災という観点からも重要な課題である． 

 

２．研究対象地域と研究方法 

茨城県日立市は県北部に位置する，東西 17.9ｋｍ，

南北 25.9ｋｍの広がりを持つ市であり，日立製作所

およびその関連会社が集積する企業城下町である

（図-1）．市東部は太平洋に面し，内陸部である北

西部および西部の 3 分の 2 は，標高約 300ｍの多賀

山地で占められる．市街地は崖と砂浜が交互に続く

海岸線に連なる狭小な台地上に形成されている．市

の東部に平行して南北に延びる海岸段丘は，標高が

西 120ｍ，東 20ｍ前後と全体として海岸に向かって

傾斜している（日立市教育委員会，2009）． 

日立市では，東日本大震災による住宅等の損壊被

害，インフラの寸断，津波による浸水被害が発生し

た．本研究では，土地条件と地震との関係について

比較考察を行うため，性質の異なる市内 4 地区（A

～D 地区と呼称する）を選定しアンケート調査を実

施した．各地区の特徴を略述すると，A 地区は中心

市街地，B 地区は 1980 年代に分譲された山沿いの

住宅団地となり，C 地区は 2000 年代に分譲された

山沿いの住宅地，D 地区は津波被害のあった沿岸の

旧集落となる．各地区の人口は，A 地区が 5,872 人，

B 地区が 1,861 人，C 地区が 768 人，D 地区が 5,770

人である（国勢調査，2005）．調査実施期間は

2011 年 5 月 24 日～6 月 4 日であり，地区 A，C，D

は自治会役員を介して，地区 B はポスティング方式

によりアンケート用紙を配布した．用紙は各地区に

500 部（計 2,000 部）を配布し，地区 A，B，D では

返信用封筒により，地区 C は自治会長に収集・郵送

を依頼することにより回収した．各地区のアンケー

トの回収数は，以下の通りである．A 地区：129（有

効回筓数.123），B 地区：128（同 120），C 地区：139

（同 112），D 地区：96（同 91）． 

アンケート項目の地震の被害については，村尾・



山崎（1999）で提案されている方法を使用し，点数

による集計を行った．建築物全体の被害状況につい

ては，無被害，軽微（軽微な損傷で使用可），小破

（小規模の修繕で使用可），中破（大幅な修繕で使

用可），大破（再使用不可，撤去要，または住める

見込みが非常に少ない）の５段階に分類した．また，

村尾・山崎（1999）に倣い，木造建築と非木造建築

（鉄筋・軽量鉄筋，その他）の項目も設置した．な

お，対象地域においては大半の住宅が木造建築であ

ることを鑑み（後述の表-2 参照），建物構造が未記

入のものは木造建築として扱った．建物構造と部位

における損傷の点数は表-1 の通りとした．全被害を

100 点とし，その内何パーセントの被害があったか

を集計し，0％を被害なし，3％未満をその他，3％

以上 20％未満を一部損壊，20％以上 50％未満を半

壊，50％以上を全壊として分類した． 

 

さらに，アドレスマッチングにより位置情報を付

与し，各地区の建物ごとの被害を地図化した．アド

レスマッチングには，フリーソフトの AG2KML，

GoogleEarth と ESRI 社の ArcGIS を使用した．手順

としては，被害のあった住宅の住所の CSV ファイ

ルを作成し，AG2KML で KML データに変換し，

GoogleEarth で表示することで，住所の位置情報の

付与された KMLデータを取得した．その後，ArcGIS

で KML データをシェープファイルに変換し，建物

のポイントデータを作成した．土地条件のデータは，

常磐地下工業株式会社により作成された日立台地

の地盤地質図を使用した． 

 

３．分析結果 

 各地区における建物の構造を表-2 に示す． 

 

木造建築が最も多いのはB地区であり（約 87％），

D 地区（約 77％），A 地区（約 66％）がそれに続く．

2000 年代に分譲された C 地区は，非木造建築が約

90％を占めており，他の地区に比べ新しい建材を使

用した住宅が多く立地している． 

また各地区の建物の被害状況については，最も被

害が多かったのは D 地区で（図-2），A 地区，C 地

区，B 地区がそれに続く．ただし，「全壊」に該当

する建物のみに関していえば，A 地区，D 地区，B

地区，C 地区の順に多く，C 地区については該当す

るものは存在しなかった． 

 



各地区の部位別の被害状況については，最も多く

の被害がみられたのは「内壁・内装」であり（図-3），

それに「外壁・外装」，「建具」，「屋根」が続いてい

る．また被害の程度をみると，「外装」，「建具」，「設

備器具・階段」が「大破」に分類された 

 

被害状況と地質データとを照合したものを図-4

～図-7 に示した． 

まず，A 地区の地形をみると，海岸部から内陸部

に向かって沖積谷低地，低位・中位段丘面が広が

る．住宅への被害は地区内の全域で確認された．な

お，A 地区では津波による被害はあまり確認されな

かった． 

被害が少なかった B 地区と C 地区は，成田層相

当層や基盤岩，白水層からなる丘隆地や山地地形の

上に立地している．B 地区では，成田層相当層の中

心に位置する建物よりも外側の基盤岩付近に位置

する建物に大きな被害が認められた．C 地区では，

被害は地区内にほぼ均等に広がっていた（写真 1）．

なお，図-6 において被害が東側に集中しているよう

に見えるのは，西側が現在開発中であり，建物が東

側に偏って分布しているためである． 

最後に，最も大きな被害を受けた D 地区について

述べる．D 地区においては，海岸から沖積堆積物が

分布する沖積谷低地，多賀層群が分布する台地，低 

 

位段丘堆積物，中位段丘堆積物が分布する低位段丘



 

 

面，中位段丘面が続く地形上に存在し，沖積谷低地

と台地との境界にがけ地を成していた．また岬の先，

海岸に近くなるにつれ住宅に対する被害が甚大で

あった（写真 2）．これは地震による被害に加えて，

沿岸部の広域で津波による浸水被害を受けたため

である． 

4 地区に共通する地質条件に起因する被害として

は，異なる地質同士の境界付近で全壊被害等の大き

な被害が生じる傾向が認められた．特に，沖積堆積

物と多賀層群との境界，多賀層群と低位段丘堆積物，

低位段丘堆積物と成田層相当層，低位段丘堆積物と

中位段丘堆積物の境界付近は地震に対する脆弱性

が高いと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．結論 

本研究は，2011 年 3 月に発生した東日本大震災に

よる日立市の被害について，アンケート調査と地盤

地質データの解析より，地震の被害と土地条件との

関係の把握を行った．各地区における建物被害と地

盤地質との関係として以下の 4 点が指摘された． 

1) 海岸に近い沖積谷低地や低位・中位段丘面の上

に位置する建物ほど被害が大きい．2）複数の地質

写真 2 津波による被害（D 地区） 

写真 1 基礎部分に被害を   

 受けた建物（C 地区） 



が混在する場所では被害が多く，単一の地質上に立

地する建物の被害は少ない．3）建築物の被害は構

造条件よりも立地する地質の条件に左右されやす

い．4）異なる地質同士の境界付近に被害が集中す

る． 

特定の地質条件の下で被害が多発しているもの

の，一般的に地盤が良いとされる段丘面においても

建物被害が認められるため，建物被害の大小は，よ

り局所的な地盤の良し悪しや，地下の地盤の深さや

厚さといった地盤地質条件等も考慮する必要があ

る．また，山沿いに位置する地区においても，異な

る地質同士の境界付近に建物が立地する場合，大き

な被害が生じやすいという傾向があることも明ら

かになった．また，木造建築が最も多い B 地区にあ

まり大きな被害がみられないなど，土地条件が建物

被害に与える影響は，建物構造よりも大きいことが

示された．しかし，建物被害は今回考慮しなかった

築年数等の複合的な要因に影響を受けると考えら

れる．これらは今後の課題としたい． 
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